
今後、日本が経済成長を実現するためには、イノベーションに基づく新たな価値

創造が必要である。そこで本稿では、世界で最もイノベーティブな企業である

Googleを題材として、同社が手がける複数のプロジェクトの「ゴール」を想像す

ることを通じ、これからの時代における「イノベーション」の本質について考察し

た。

具体的には、Googleブックスについては「電子書籍の世界最大手を目指してい

るのか？」。また、自動運転車については「Googleは『第二のトヨタ』になりた

いのか？」。そして、モバイル決済サービス「Google Wallet」については

「『Google銀行』は近い将来に実現するのか？」。さらに、Google Glassについ

ては「『格好悪い』メガネなのか？」というように、疑問を呈する形で思考実験を

進めた。

考察の結果、Googleの挑戦には下記の4つの特徴があることが確認できた。

①供給サイドからではなく、需要サイドを当事者とした視点からの変革

②プライベート・セクターとパブリック・セクターをマッシュアップ

③既存の社会システムを補完するではなく、抜本的に革新

④その結果として、人類の発展（進化）に貢献

Googleの本質的な革新性は、個々の新規なサービスの提供にあるのではなく、これらのサービスを通じて、

社会のデザインそのものを根本から変革していくという構図にある。そして、この「ソーシャル・デザイン」

の変革が、新しい時代を創造するドライヴィング・フォースであり、新しい成長戦略になると筆者は考える。

本稿においては、こうした新しい次元でのイノベーションを「異次元イノベーション」と名づけた。

異次元イノベーションが次代を拓く

Googleのゴールは何か？
～“異次元イノベーション”に関する考察～
What are Google’s Goals?: An Examination of Unparalleled Innovation

Future growth of the Japanese economy requires the creation of new value based on innovation. This paper focuses on Google, one

of the world’s most innovative companies, and examines what the essence of innovation will be in the coming age by speculating on

the goals that Google has for several of its projects. More specifically, thought experiments are performed to address such questions

as is Google aiming to be the biggest player in the ebook market (regarding Google Books), does Google want to be the next Toyota

(regarding its self-driving car), will Google Bank be realized in the near future (regarding its mobile payment service, Google Wallet),

and is Google Glass a‘bad-looking’glass?

This paper identifies the following four characteristics in the challenges that Google has set itself: (1) making revolutionary changes

pursued not from the supplier’s perspective, but by situating itself on the demand side, (2) promoting a“mashup”of the private and

public sectors, (3) bringing about fundamental changes, rather than adding complements, to the existing social system, and (4)

through its efforts, contributing to the advancement of mankind.

Google’s essential innovativeness is not found in its provision of individual new services, but in the fundamental changes it brings to

social system design through these new services. These fundamental changes are a driving force for a new age and constitute a

new strategy for growth. This paper refers to such innovation, undertaken in an unprecedented way, as“unparalleled innovation.”
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「Googleの使命は、世界中の情報を整理し、世界中の

人々がアクセスできて使えるようにすることです」１

米調査会社comScoreは米国の検索エンジン市場を分

析しているが、同社リリース２によると2013年4月の

Googleのシェアは66.5%となっている。2位はマイク

ロソフト（Bing）でシェアは17.3%であり、Googleは

2位以下を圧倒する検索プラットフォームの地位を確立

している。もはやGoogle検索で上位に表示されなければ、

この世に存在しないと同じと言っても過言ではない状態

である。

また、このような高いシェアと好調なネット広告事

業を背景に、Googleの1～3月の純利益が四半期ベー

スで過去最高益となったと報道された３。さらに、この

報道に先立つ2012年10月には、Googleの時価総額

がMicrosoftを初めて抜き、IT企業としてはAppleに次

ぐ世界2位となったことが報道された４。なお、本稿執筆

現在（2013年5月25日）のGoogleの時価総額は約

2,922億ドルに達している５。

そして、「グーグル、アップルを逆転へ」６というタイ

トルの記事が本稿執筆直前に日本経済新聞で報道された。

これは「タブレット端末向け基本ソフト」の世界シェア

についての記事であり、具体的にはネット検索最大手

GoogleのAndroidが2013年は48.8%のシェアとなり、

AppleのiOSを抜いて首位となるという、米国の調査会社

IDC（International Data Corporation）の予測７に基づ

いて記事が書かれている。

もっとも、今お読みいただいている本レポートは、一

大市場への成長が期待されているタブレット端末に対す

るGoogleの取り組みや将来像について執筆するものでは

ない。本稿のマクラとして述べたいことは、Googleにつ

いての記事を見かけない日はないと思われるほど、同社

に関する情報が日々溢れているという事実である。もし

「世界で最も成長が著しく、イノベーティブな企業はどこ

か？」という質問がなされた場合、現時点においては、

Googleを筆頭に挙げる人も多いことであろう。

一方、日本の安倍晋三首相は、経済政策の基本方針と

して「内閣の総力をあげて大胆な金融政策、機動的な財

政政策、民間投資を喚起する成長戦略を3本の矢として

取り組む」との考えを示している８。

では、この「民間投資を喚起する成長戦略」のために

は何が必要なのであろうか。独立行政法人・産業技術総

合研究所が主催する「日本を元気にする産業技術会議」

は2012年12月に日本の成長に向けた提言「“もの”“こ

と”“ひと”づくりで日本を元気にしよう！」の最終報告

をまとめており、この中で「日本の産業を元気にし、社

会の活力を高めるのはイノベーションの力だ。（中略）イ

ノベーションを達成するうえで欠かせないのが情報技術

（IT）の活用である。（中略）拡大するグローバル市場や

サイバー市場を獲得するには大胆な発想の転換が必要だ。

国内市場を対象とするのではなく、グローバル展開を前

提とした技術やビジネス、ライフスタイルの革新（イノ

ベーション）が求められている」９と提言している。

さらに、財界・学界・労働界に政治家を合わせた各界

の代表が、日本の国家像を描く「2030年ビジョン」を

策定する、との報道がなされているが10、その5つのテー

マのひとつに「価値創造経済モデルの構築」が掲げられ

ている。

これらの提言やビジョンを眺めると、今後日本が経済

成長を実現するためには、イノベーションおよびイノベ

ーションに基づく新たな価値創造が必要ということのよ

うである。

そこで本稿では、世界で最もイノベーティブな企業で

あるGoogleを題材として、同社が手がけている複数のプ

ロジェクトの「ゴール」を想像することを通じて、これ

からの時代における「イノベーション」の本質とはいっ

たいどういうものなのかという点について考察してみよ

うと思う。

ちなみに、Googleの将来像に関しては、今までも興味

深い複数の予想がなされている。たとえば、2004年に

制作された「EPIC2014」11という映像12は、2014年

1 はじめに
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の未来（本稿執筆時点では来年！）におけるメディア史

博物館による歴史映像のかたちをとったパロディ作品で

ある。そして、同映像の中で、「2008年、Googleと

Amazonが合併し『Googlezon』が誕生する」と紹介さ

れており、同映像の公開直後はこの“Googlezon”とい

う造語が流行した。さらに同映像においては、「2014年、

Googlezonが EPIC（ Evolving Personalized

Information Construct；進化型個人向け情報構築網）

を公開」と予言している。現実の歴史においては、

“Googlezon”の合併は起こっていないが、Google＋等

の取り組みは、まるでEPICをなぞっているかのようにも

見受けられる。

また、2006年に未来志向のビジネス誌“Business

2.0”に掲載された、ジャーナリストのクリス・テイラ

ー（Chris Taylor）による“Imagining the Google

Future”13というレポートにおいては、①（おおむね

2015年）Google is the Internet、②（おおむね

2025年）Google Is The Media、③（おおむね2020

年）Google is Dead、④（おおむね2105年）Google

is God、という4つのシナリオが描かれている。このう

ち最後の「Googleは神になる」というシナリオにおいて

は、「人間の意識はネットワークにつながれて、記憶され、

アップグレードされる。（中略）私たちはみなGoogleに

なる」と予言されている。

さて、このような突拍子もない将来像はSFの世界だけ

の話なのであろうか。以下においては、こうしたSF的な

発想を頭の片隅に置きながら、Googleの現在の取り組み

が何をゴールとして目指しているのかについて、いくつ

かの思考実験を行ってみたい。

①Google ブックスによるイノベーションの本質

さて、最初の考察にあたって、「Googleブックス

（Google Books）」を象徴的な事例として取り上げてみ

たい。Googleは世界の図書館と提携したうえ、その蔵書

をスキャンおよびデジタル化する作業を続けている。こ

れらのスキャンおよびデジタル化した書籍内の全文を対

象に検索を行うことができ、検索結果として表示された

書籍の内容の一部（著作権切れの書籍であれば全ページ）

が無料で表示される14。

米The Chronicle of Higher Education15によると、

Googleはすでに2,000万冊以上の書籍をスキャン済

み（2012年3月現在）とのことである16。日本の国立

国会図書館における図書の蔵書数は970万冊（2013

年3月末現在）17とのことであるから、Googleブック

スが如何に巨大なアーカイヴになりつつあるのかが理

解できるであろう。なお、GoogleはGoogleブックス

のプロジェクトを開始するにあたり、プレ・リサーチ

として世界の全書籍の数をカウントしている。同社の

ブログ18によると、2010年8月時点で全世界の書籍は

合計で129,864,880冊であったとのことである。この

データが正しいと仮定すると、Googleは全世界の書籍の

少なくとも15%以上はすでにデジタル化している計算と

なる。

しかし、このように華々しい成果の一方で、Googleは

このスキャンにあたって出版社や著作者の許諾を得てい

なかったため、2005年9月に全米作家協会等によって

著作権侵害で集団訴訟を起こされた。そして、2008年

10月の和解案は日本も含む世界中の出版社および著作者

や作家も対象になっていたため、日本の出版業界や著作

者たちは一時期、大混乱に陥った。もっとも、2009年

11月に日本等を対象外とする修整和解案が提出されて以

降、日本国内の騒動はいったんは沈静化している。翌

2010年には、1月にアップルのiPadが米国で発表され、

5月には日本でも発売開始となったほか、アマゾンのキ

ンドルやソニーリーダー等の電子書籍の端末が米国で急

速に普及し、毎日のように電子書籍に関するニュースが

報道される等、「電子書籍元年」と呼ばれる年となった。

なお、2013年7月1日、米国ニューヨーク連邦控訴裁判

所は、Googleによる書籍全文検索サービスに関して「集

団訴訟」を認めず、一審に差し戻す判決を下しており、

本件をめぐる訴訟はまだまだ継続される見込みである。

2 Googleブックスは電子書籍の世界最
大手を目指しているのか？
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ところで、こうした動向を俯瞰する一方で、そもそも

「書籍」とは、著作権の視点から、図表1の通り5種類に

分類することができると筆者は考えている。

現在の電子書籍の動向に関して出版業界が懸念を抱い

ているのは、主として①のカテゴリー、すなわち現在の

出版物の取り扱いである。ただし、電子書籍の登場によ

って、上述した②③④⑤が新しいフロンティアになると

期待される中、従来の出版ビジネスの延長線上ではなく、

まったく新しいビジネスモデルの構築が必要とされてい

るといえよう。

また、従来の出版社は、書籍の企画から始まり、著作

者のテキストを推敲し、著作者とともに活字文化の創造

を担ってきた。つまり、書籍のクオリティを担保するゲ

ートキーパーとして、また、読者に信頼感を提供するブ

ランドとしての役割も出版社は担っていたわけである。

こうした出版社および編集者の役割と価値は、電子書籍

の時代となっても変わることはない。むしろ、こうした

役割を担い、テキストを電子書籍化する出版社（配給事

業者）は、今後増加していくものと推測される。

一方で読者の視点からみると、書籍というメディアに

記された知識を読むというアウトカムを達成するために

は、従来型のリアルな書籍を購入してもよいし、電子書

籍をストリーミングで読んでもよいし、図書館から借り

てもよいし、あるいは友人からもらってもよいわけで、

愛書家のようにどうしても実物の書籍を購入したいとい

う人を除けば、実は書籍を読む手段についてはさまざま

な選択肢が考えられる。その意味では、Googleブックス

の取り組みは読者と書籍を仲介する新たな選択肢が増え

ることになるため、歓迎すべきプロジェクトのようにみ

える。

ただし、Googleブックスを巡る問題の本質は、実は別

の点にある。

そもそも書籍とは、文字を媒介として人類の“智”を

継承・象徴してきたメディアである。しかし今後は、電

子書籍が普及していく中で、人類は書籍を基本単位とし

ない、新しい“智”のあり方に移行していくことも考え

られる。

すなわち、電子書籍をめぐる問題の本質とは、書籍と

いうメディアに蓄積された人類の知識の共有と公共性の

あり方を巡る社会デザインの変革なのであり、電子書籍

というメディアがグーテンベルグによる活版印刷技術の

発明以来の画期的なイノベーションだという点にある20。

本稿の巻頭に掲げた「世界中の情報を整理し、世界中

の人々がアクセスできて使えるようにすること」という

Googleの使命は、検索サービスを通じてある程度は実現

できている。ただし、当然のことではあるが、非Web情

図表１　著作権からみた書籍の分類

① 

著作権保護期間 概　要 

現在も出版されている一般書籍。なお、出版社に「版
面権」のような権利を設定するべきではないかという
議論がある。 

期間内 

著作者 

明確 

流通 

○ 

② 著作権の保護期間内であるが、現在は出版されていな
い書籍。いわゆる「絶版」「品切れ」等。 

期間内 ほぼ明確 × 

③ いわゆる「孤児作品」19。電子書籍等で供給しようと
しても、権利者を確認することならびにその承諾を得
ることが困難。 

期間内 不明確（著作者の名称
またはその連絡先等が
不明確） 

× 

⑤ これから執筆または出版される書籍。電子化の権利等
については、契約で明確化することが望まれる。 

－ 明確 － 

④ 著作権の保護期間が満了し、パブリック・ドメインと
なった書籍。 

満了 －（不明確であっても
問題無し） 

○ 

資料：筆者作成
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報に関しては検索できないという限界があった。こうし

た中、Googleブックスとは、従来型の知識のメディアで

ある「書籍」と今日的な知識のメディアである「Web情

報」をマッシュアップして、統合的な智のアーカイヴを

構築する試みとなるのである。

②スーパーコンピューターはYouTubeに「世界」を認識

する

さて、先述した通りGoogleブックスは、すべての書籍

をテキスト・データ化することによって、検索サービス

から「書籍」という人類の知識の総体にアクセス可能と

することに目的がある。しかし、実はすべての書籍のテ

キストをデジタル・データ化できたとしても、書籍に関

するすべての情報を網羅したことにはならない。と言う

のは、書籍はテキストだけで構成されているわけではな

く、多数の映像情報を含んでいるためである。たとえば、

分かりやすい事例を挙げれば、書籍の一種「DVDつき書

籍」というジャンルがある。これらのコンテンツはテキ

ストと映像によって構成されており、特にさまざまな

「DVDつき教則本」、いわゆるハウツー本は、映像とテキ

ストがあることによって、読者が直感的に理解しやすい

ため、楽器やスポーツ、料理等の習得にあたり、簡単に

学ぶことができるという理由で普及している。

また、当然のことながら「DVDつき書籍」となってい

ない一般の映像データの中にも極めて重要な知識が残さ

れている。たとえば、地域に根ざした伝統芸能を継承し

ていくためには、本来であれば現役の保持者から手取り

足取り教示してもらうのが最も望ましいと考えられる。

ただし、東日本大震災のような大規模災害が発生した場

合、伝承者が一時的に途絶えてしまうという懸念がある。

そこで、伝統芸能の映像を記録しておくことで、後世の

人々が映像から所作などを習得する、というかたちでの

継承も今後は検討していくことが必要であろう。

以上の「DVDつき書籍」等のように、映像を通じた知

識についてもGoogleとしてはテキストとあわせてデータ

化したいはずである。そこで登場するのがYouTubeとな

るわけである。

実は本稿執筆中の2013年5月13日、動画共有サイト

YouTubeはサービス開始から8歳の誕生日を迎えた。同

サービスの公式ブログによると、毎分100時間以上の動

画がYouTubeにアップロードされており、毎月10億人

以上の人（≒インターネット・ユーザーのほぼ半数）が

YouTubeを訪問している、とのことである21。

では、このような膨大な映像をアーカイヴする

YouTubeは、視聴する番組に関して無限に近い選択肢の

あるテレビとなるのであろうか。または、単なるテレビ

以上の存在として、われわれの社会や行動に何か変化を

もたらすのであろうか。

もっとも、デジタル化された映像データをYouTube

にアップロードおよびアーカイヴするだけでは、映像と

して内在化された知識をデータ化したことにはならない。

先述した通り、Googleブックスでは、書籍の中に書かれ

ているすべてのテキストがデータ化されることにより、

書籍のコンテンツとして記述された内容をもとにして全

文検索をすることができるようになっている。しかし、

同様のことを映像分野で実践する場合、映像を単にデジ

タル化するだけでは、それらの映像に「写されたモノ」

を検索することはできない。仮に「猫」に関する映像が

あったとして、「猫」というキーワードで検索するために

は、「猫」の画像またはその画像を構成している、内在化

された意味のある要素そのもの（「猫」的なる概念・すな

わち「シニフィエ」）をなんらかの方法でデータ化するこ

とが必要である。

さて、ここでYouTubeの行方に関して思考実験を展開

するにあたり、極めて興味深いニュース記事をひとつ紹

介したい。過去において「ロングテール」や「クラウド

ソーシング」といった時代を象徴するキーワードを提唱

してきた実績のあるテクノロジー専門誌WIREDの記事に

よると、Googleの研究所にあるスーパーコンピューター

が「猫」の画像を認識することを学習した、とのことで

ある22。この記事はいったい何を意味しているのであろ

うか。同記事によると、Googleの科学者たちは

YouTubeから抽出された1,000万のイメージをスーパ
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ーコンピューターに見せることを出発点にしたが、「これ

が猫だ」とスーパーコンピューターに教えることなく、

スーパーコンピューター自身が「猫」という概念を自ら

形成し、つくり出した、とのことである。すなわち、莫

大な量の映像コンテンツを提供すれば、スーパーコンピ

ューターは、人間の脳と同様に自ら学習して、「概念」を

形成することができると立証されたことになる。

この報道から想起されるのは、アルゼンチン出身の作

家ホルヘ・ルイス・ボルヘスによる短編小説「記憶の人、

フネス」である。この短編の主人公フネスは過剰な記憶

力を持ち、そのため、「三時十四分の（横から見た）犬が

三時十五分の（前から見た）犬と同じ名前をもつという

事実に悩まされた」23。そのため、フネスはたとえば

「犬」といった概念（シニフィエ）を自ら形成することが

できないのである。しかし、もしもこの「記憶の人、フ

ネス」とスーパーコンピューターが対話することがある

としたら、フネスの膨大な記憶をもとにして、われわれ

既存の人類とは異なる、新たな「世界の認識」を生み出

すことになるのかもしれない。

なお、本稿執筆中にさらにホットなニュースが飛び込

んできた。Googleは、NASAと共同で、量子コンピュー

タの研究所「Quantum Artificial Intelligence Lab」

を開設するとのことである24。GoogleのResearch

Blog25によると、この研究所の目的は、コンピュータ自

らの機械学習を発展させる可能性がある量子計算につい

ての研究、とのことである。

そして、すでにお気づきの通り、現在のYouTubeこそ

「記憶の人、フネス」そのものである。すなわち、

YouTubeの記憶力とスーパーコンピューターの解析力を

組み合わせると、新しい世界の認識が誕生するかもしれ

ないのである。それは画像の「言語」のような存在にな

るのかもしれない。また、このようなGoogleのチャレン

ジが成功した暁には、世界中の情報の「索引」が再定義

されることになるのかもしれない。

③小括：Googleブックスのゴール

さて、話題をGoogleブックスに戻すと、書籍というメ

ディアを通じた“智”の流通・交換においては、書籍の

販売というチャネル以外に、「図書館」という社会的機能

が並存している。従来は現在進行形で流通していない書

籍（絶版本等）のアーカイヴとしての役割も、この図書

館が担っていた。

ただし、2,000万冊以上もの図書のアーカイヴである

Googleブックスが登場した今日、そして電子書籍の主流

がダウンロードからストリーミングへ徐々に移行しつつ

ある中で、図書館と並存する新しい社会システムとして

の「電子書籍」の仕組みの構築も期待される。たとえば、

Googleブックスが、著者や出版社に関する書誌情報を充

実させて、著作権情報のデータベースとしての役割を担

うことも考えられる。また、「電子書籍」に関しては、こ

うした著作権情報を社会の公共財と位置づけ、公的な機

関が包括的・一元的に管理する、という社会システムに

進化していくことも考えられる26。さらに、前述した通

り、Googleブックスは従来型の書籍と新しいメディアで

ある映像とを統合して、新しい“智”のアーカイブを構

築しようとしているとも考えられる。

その他、Googleブックスは各国で大きな問題となりつ

つある「孤児作品（オーファン・ワークス）」の再販・活

用への対応策としても評価できる。一方で、巨大な書籍

アーカイヴが構築された場合、図書館の社会的な役割も

必然的に変化していくこととなる。具体的には、書籍の

貸し出し機能を中心とする施設から、知識や情報のコー

ディネーターに変化していくことが期待される。

日本では、Googleブックスや電子書籍に関する一連の

出来事について「外資の襲来で日本の出版ビジネスはど

うなるのか」または「どの電子書籍端末が勝者になるの

か」といった構図で語られることが多いようであるが、

それだけではこれらの動向の分析としてあまりに表層的

な見方であるといえよう。現にGoogle創業者のひとりで

あるラリー・ペイジ氏は同プロジェクトに関して、「社会

全体の利益で考えるべきだ」と発言している27。

すなわち、このGoogleブックスの事例においては、①

図書館のように社会の中の公共セクターが担っていた機
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能と、②出版・取次および書店のように民間セクターが

担っていた機能、の2つの機能を「マッシュアップ」28し

て、新しい社会システムをデザインしようとしている点

に、Googleの革新的な狙いがあると考えられる。さらに、

主に20世紀後半以降に映像メディアに大量に蓄積された

人類の智を、従来型の書籍の智とマッシュアップしよう

ともしているのである。

換言すると、単にアナログの書籍をデジタル化すると

いうかたちで、既存の社会システムを「補完」

（complement）するのではなく、図書館の機能やデジ

タル化された映像情報とマッシュアップして「革新」

（innovate）するという点が、Googleブックスのゴール

であると考えられるのである。そして、このマッシュア

ップは、供給サイドである出版社の視点からなされるの

ではなく、需要サイド（読者、ユーザー）の視点から行

われるという点も重要なポイントであろう。そして、こ

れらのポイントはGoogle全体の思想や行動を理解するう

えでも重要なキーワードになると筆者は考えている。

次に、Googleによる自動運転車のプロジェクト、いわ

ゆる「Googleカー」を題材として考察してみたい。これ

は、Googleが収集した地図データをもとに、車両に搭載

されたカメラやレーダー等を活用して、周囲の交通環境

を把握しながら目的地まで自動で走行するという車輌で

ある。ちなみに、Googleと交通問題との両者には一見し

て何の関係もないように感じられるが、実はGoogleの共

同創業者であるラリー・ペイジ氏はミシガン大学に在

学中に交通システムの問題にとりつかれていたことが

ある29。

さて、米国では自動運転車に関する法的基盤の整備も

進んでおり、2013年1月1日に、カリフォルニア州の公

道での自動運転車の走行を許可する法律が発効している。

同法により、州の車輌管理局が定めた安全・性能基準を

クリアすれば、運転免許保持者が自動運転車で公道を走

行できるようになった30。

日本でも政府の規制改革会議（議長・岡素之住友商事

相談役）が2013年6月5日に「規制改革に関する答申～

経済再生への突破口～」31を公表しているが、この中で、

「先進自動車の公道走行実験に関わる手続の迅速化」が

「平成25年度措置」として盛り込まれている。こうした

議論と並行して、安倍首相は成長戦略第2弾の柱のひと

つとして、「日本においても、公道における自動走行の実

証実験を進めていきます」32と明言している。また、民

間企業による技術開発の動向も目覚しいものがある。日

本経済新聞の記事33によると、三菱電機とNEC、宇宙航

空研究開発機構（JAXA）は次世代衛星を使う世界最高

精度の位置測定技術を共同開発したとのことである。こ

の新技術では、位置の測定誤差を1センチ程度にできる

ため、自動車や鉄道の無人運転等の次世代交通システム

の基盤技術となると期待されている。

一方、ウォール・ストリート・ジャーナルによると、

Googleだけではなく、「米ゼネラル・モーターズ（GM）

や、独BMW、トヨタ自動車等、自動車メーカーも、自

動運転車の開発で競争している」とのことである34。

そして、この自動運転車に関して、日本経済新聞に

「自動走行車 開発競う　トヨタ『グーグルと協力も』」35

という見出しの記事が掲載され、その見出しのもととな

ったインタビュー記事で、トヨタの開発担当マネジャー

が「グーグルとゴールは同じ。将来の協力はあり得る」

と語っていた。

ところで、このインタビュー記事に登場する「Google

のゴール」とはいったい何であろうか。とりあえず「自

動運転車」と呼ばれる分野に限定して考えた場合、その

分野における「Googleのゴール」とは果たしてどのよう

なものが想像されるのであろうか。たとえば、「自動運転

車の開発によって“第2のトヨタ”になること」、それが

「Googleのゴール」なのであろうか。また、その「ゴー

ル」とはGoogleとトヨタで共通のものなのであろうか。

ちなみにこの点については、米国の業界観測筋も「どう

してネット検索の会社が自走式の自動車を開発しなくて

はならないのか？」と疑問を呈しており、Googleが「集

3 Googleは「第二のトヨタ」になりた
いのか？
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中力を欠いている証拠」だと厳しい評価をしている36。

こうした疑問に対して筆者なりの結論を先に申し上げ

ると、Googleはトヨタのような自動車製造という事業分

野に進出したいわけではない、と考えている。

ちなみにGoogle自身は、この自動運転車で目指して

いることについて、Googleの自動運転車プロジェクト

の開発責任者であるSebastian Thrun氏37が、TED

Conference38（2011年3月）において「車の事故が若

者の死因の第1位なのはご存じですか？　そのほとんど

は、車の問題ではなく人間のミスによるということを？

これは機械の力によって防ぎうることなのです。人間の

精度で車道を走るのをやめれば、高速道路を走る車の量

を今の2倍から3倍に増やすことができます。車の位置を

調整してもう少し車間を狭くしレーンの幅も狭めるなら、

高速道路の渋滞はなくせます。みなさんは毎日の通勤の

ため、平均して52分もの時間を道路の上で無駄にしてい

ます。これは取り戻せる時間です。アメリカだけで40億

時間の無駄です」39と語っていた。

たしかに、Thrun氏が語っているように、自動運転車

が実現されて、Googleの想定通りに運用されれば、自動

車交通の三大悪（社会的損失）と呼ばれる「交通事故」

「交通渋滞」さらには「交通公害」40はいずれも劇的に解

消されるであろう。また、人々と勤務先や通学先、人々

と買い物先、そして人々と旅行先等がダイレクトに接続

され、私たちの生活は今以上に便利で快適なものになる

と期待される。さらに、高齢者や視覚障害者等、いわゆ

る「交通弱者」と呼ばれる人々の移動もよりスムースに

なるであろう。

ところで、ここで想像してみていただきたい。前述の

Thrun氏が語るように、車間を狭くして、高速道路を連

なって進む自動運転車は、既存の何かにとてもよく似て

はいないであろうか。このように隊列走行する自動運転

車は、筆者にはまるで郊外から都心へ向かう通勤列車と

二重写しに見えるのである（図表2）。

そして自動運転車の導入によって、マイカーのような

プライバシーが確保されていながら、電車のように自ら

運転の必要がない、すなわち移動時間中に読書等の自由

なことができる交通手段が実現化したら、いったいどの

ようなことが起こるのであろうか。もちろん自動運転車

が実現すれば、人々の交通手段はマイカーまたは電車や

バス等のマス・トランスポーテーションから自動運転車

にシフトすることになると想像することができる。

ただし、ここであえて重ねて問うてみたいのであるが、

では自動運転車が実現する変革のインパクトとは果たし

て人々の交通手段選択の変化までなのであろうか？　筆

者は、自動運転車の実現はもっと大きな変化、具体的に

は都市構造やまちづくりにも変化をもたらすと考えてい

る。

従来のまちづくりは、自動車交通（幹線道路等）や公

共交通（郊外鉄道等）の整備に基づいて、その沿線・沿

道や駅・インターチェンジ（IC）周辺を中心に行われて

きた。すなわち、郊外鉄道や幹線道路等の交通インフラ

の存在が、住宅やオフィス、商業施設等の都市開発の立

地や規模等を規定する、極めて大きな要因となっていた

のである。

たとえば、米国の「エッジシティ（edge city）」は、

大都市の郊外に建設された、オフィスや商業施設等、独

立した都市機能を有する都市のことであるが、これらの

都市は自動車の利用を前提として、大都市郊外の環状道

路沿いに立地している42。

図表２　自動運転車の隊列走行

出所：米国連邦交通省道路管理局（Federal Highway Administration）41
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また、日本の「ニュータウン」は大都市の過密化への

対策として郊外に新たに建設された新しい市街地である。

そして、特に規模が大きいニュータウンの場合、たとえ

ば多摩ニュータウンや千葉ニュータウン等においては新

たに鉄道も敷設され、新駅が設置された。

ここで、自動運転車というプロダクトを起点として考

えているとなかなか見えにくいであろうが、前述した

Googleブックスの事例を補助線として配置してみると、

また別の様相が浮かび上がってくる。繰り返しとなるが、

Googleブックスがもたらす真のインパクトとは、パブリ

ック・セクターとプライベート・セクターなどの「マッ

シュアップ（融合）」にあった。同様に、Googleは自動

運転車のプロジェクトにおいても、交通分野のみならず

人々の移動全般におけるプライベートとパブリックのマ

ッシュアップを狙っているのではないかと推測される。

すなわち、Googleの検索サービスを人々が利用するこ

とにより、検索のクオリティが改善されることと同様に、

人々の日々の移動に関する記録と解析結果をユーザーに

還元することにより、人々の日々の移動と居住地選考を

より効率的なものに変化させていくという影響を与える

ことになると考えられる。そのことを通じて、最適な居

住地選択や最適な事業所立地が形成され、都市の無秩序

な拡大（スプロール化）への対策となり、中長期的には

コンパクトシティへの誘導も可能になると期待されるの

である。

さらに、自動運転車の導入と適切な都市計画、税制上

の優遇措置、そしてロードプライシング43等の交通政策

を組み合わせることができれば、究極の交通需要マネジ

メントになると考えられる。こうした政策は、すでにま

ちづくりが成熟段階にある先進国ではあまり大きなイン

パクトはないかもしれないが、今後人口が爆発的に増加

すると予想される新興国の大都市においては、自動運転

車の導入と一体となったまちづくりによって、従来のま

ちづくりとは根本的に異なる展開が可能となる。

具体的には、新興国の都市整備において、自動運転車

を社会インフラとして導入することによって、従来のよ

うな鉄道や幹線道路の沿線だけに限定されずに、交通ア

クセスの利便性が確保されたさまざまな都市施設の整備

が可能となる。このことは、前述した通り、交通手段を

持たない「交通弱者」の問題への対策にもなる。また、

都市中心部の土地の固定資産税の税率を低くするととと

もに、郊外から都心部へ流入する自動車に対してロード

プライシングを課すことによって、住宅や業務施設、商

業施設、医療・福祉施設等に関して、都市中心部に集約

した立地を促進することができる。従来のように鉄道や

幹線道路を中心として郊外に住宅や都市施設が点在する

のではなく、都市中心部に集約して立地を促し、「コンパ

クトシティ」とすることにより、行政サービスの効率化

図表３　Google自動運転車がもたらす都市構造の変化イメージ

資料：筆者作成
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と財政負担の軽減を図ることが期待できるのである。さ

らに、自動運転車の導入によって、自動車の移動が最適

化されれば、都心部の外部（従来は「郊外」と呼ばれた

エリア）に夜間用の大規模な駐車場を整備しておくこと

で、都心部には基本的には駐車場はほとんど不要となる。

換言すれば、日中の時間帯は、自動運転という特性によ

り、道路そのものが自動運転車の“駐車場”になるので、

都心部に広い駐車場は一切不要となるのである。このよ

うなGoogleのチャレンジが実現すれば、従来は自然発生

的に（そして後追いで都市計画というアプローチによっ

て）形成されていた街づくりが、純粋にロジカルなアプ

ローチによって、しかもその始原の時点から実施される

可能性が生まれるのである。

一方、米ベンチャー企業のベタープレイス（Better

Place）44は、電気自動車のユーザーが車自体を購入する

のではなく、走行距離を購入する契約を締結するビジネ

スモデルを実践している。すなわち、携帯電話のビジネ

スモデルと同様に、自動車本体は無料で提供され、その

後の利用料金で回収するという仕組みである。たとえば、

新興国の大都市において、ベタープレイス社のようなビ

ジネスモデルとGoogleの自動運転車が組み合わされて提

供された場合、新興国政府にとっては鉄道等のマス・ト

ランスポーテーションの整備コストを削減できるととも

に、郊外開発の必要もなくなるほか、住民にとっても自

動車購入の初期費用が無料となるというメリットがある

ため、既存の交通モードから自動運転車への移行が一気

に進むことも想定される。

このようにGoogleの自動運転車への取り組みは、単な

る自動車製造よりももっと巨大な社会システムの変革、

すなわち人々の行動や生活スタイルそのもののデザイン

を企図したものであると推測することができる。Google

がいわゆる「G Phone」と命名されるような携帯電話を

発売する予定はなく、その一方でアンドロイドOSの提供

を通じて、さまざまなデータを収集・解析している事実

と同様に、Googleは自動運転車そのものを製造する意図

は持っていないと推測される。

別の表現をすると、Googleカーは将来的に、①人々の

移動や居住地の選好、そして企業や商業施設の立地とい

う、主としてプライベート・セクターの事象と、②交通

インフラおよび街づくりインフラの整備という主として

パブリック・セクターの政策をマッシュアップしていく

ことに真の狙いがあると考えられるのである。そして、

交通インフラおよび都市インフラの整備や運営に関して、

特に新興国の政府（国民）が負担すべきコストを激減さ

せることができると予想される45。このような都市構造

の変革をユーザー（住民）やディベロッパーのニーズか

ら行っていくことにGoogleカーの真の狙いがあると考え

られるのである46。

米調査会社eMarketerは、世界全体の消費者向け電子

商取引の市場規模（販売額）が2012年に初めて1兆ド

ルを上回り（前年比21.1%増）、2013年は1兆2,980

億ドルになると予測している47。また、同じレポートで

2013年にはアジア太平洋地域が北米を越して、世界最

大の電子商取引の市場になると推測している。一方、日

本国内のBtoC-EC（消費者向け電子商取引）市場規模

（2011年）は、経済産業省の調査によると8.5兆円（前

年比108.6％）にまで拡大している48。

そして、P2P49の電子マネー「Bitcoin」は、2013年

4月に取引額が500億円に達した、との報道がなされて

いた50。ちなみに、このBitcoinは日本人・中本哲史51の

論文52に基づいて生成・供給されているとされる。

こうした中、本稿の主役であるGoogleも電子商取引へ

の取り組みを強化している。すでに2006年6月よりオ

ンラインの決済代行サービス「Google Checkout（グ

ーグルチェックアウト）」を提供しており、2011年9月

にはモバイル決済サービス「Google Wallet」（グーグル

ウォレット）を開始している53。同サービスにおいてユ

ーザーは、小売店およびオンラインストアでの商品の購

入に任意のクレジットカードまたはデビットカードを利

用することができる。さらに、Google は2013年3月か

4 「Google銀行」は近い将来に実現する
のか？
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らサンフランシスコ湾岸地域において、「Google

Shopping Express」という名称でオンライン販売での

即日配送サービスを試験的に開始した、と報道されてい

る54。

では、Googleは、「Google Wallet」や「Google

Shopping Express」を通じて、「電子決済サービス」を

より拡充していこうとしているのであろうか。もちろん、

そうした方向はより拡充されるのであろうが、それだけ

では従来型の金融機能や小売機能を補完する社会システ

ムにすぎない。同分野に関するGoogleのゴールは別のと

ころにあると筆者は推測している。

一方、米国の金融専門調査大手Javelin Strategy

and Research社のレポート“Gang of Four (and

Possibly Five) Apple, Google, Facebook, Amazon

－ and PayPal”55においては、今後、銀行業務および

決済ビジネスに進出する主要なプレーヤーとしてGoogle

等4社を表題に掲げて、これらを“Gang of Four（4人

組）”と名づけている。

また、ドイチェバンク（Deutsche Bank）の「モバ

イル決済の未来（The future of (mobile) payments）」

と題したレポート56によると、銀行（金融機関）の新し

い競争者としてGoogle、アップルおよびアマゾンのよう

な巨大なインターネット事業者が登場すること、そして

恐らく「Google銀行」あるいは「アップル銀行」等が設

立されるであろうと予想している。

ちなみに、こうしたJavelin社やドイチェバンクの予想

に先立つ2010年3月には、Googleが外国証券トレーダ

ー職を募集57しており、この時も「Google銀行設立への

布石か？」と一部で話題になった。

ではJavelin社やドイチェバンクが予想するように、

Googleは「Google銀行」を設立しようとしているので

あろうか。この興味深いテーマに関して、Googleを巡る

いくつかの事実をもとに考察してみたい。

米Bloomberg Businessweek誌58によると、イスラ

エルの中央銀行は、新しい経済指標としてGoogleの検索

キーワードを分析しているとのことである。実はイスラ

エル中央銀行だけが特別な事例なのでなく、同記事によ

ると、米国連邦準備制度理事会、およびイングランド中

央銀行、イタリア、スペイン、トルコ、およびチリの各

国中央銀行も、Googleの検索キーワードと経済動向とを

関連づける研究を開始しているのである59。

そして日本銀行も、2013年1月に公表した報告書

『景気判断における検索データの利用可能性』60において、

「検索データが（中略）固有の予測力を持っていることが

明らかとなった」と分析している。

一方で、実はGoogle自身もすでに2009年からこの分

野に関連して興味深い挑戦を行っている。2009年に、

Googleグループの投資会社Google Ventures、そして

CIAが出資・設立した非営利のベンチャーキャピタルIn-

Q-Tel61の2社は共同で、設立されたばかりのRecorded

Future社62に投資を行ったが、この事実は「Googleと

CIAが投資する『世界監視システム』」という記事で紹介

されている63。

このRecorded Future社64は同社WebSiteによると、

何万ものニュース、ブログ、さまざまなニッチソース、

業界紙誌、政府ウェブサイト、金融データベース等を絶

えず走査しており、それらに登場する出来事と主体（政

府、企業、個人等）に関する言及を検出したうえ、それ

らと時間軸のパターンとの複雑な関係を分析して、将来

に生じる出来事を解析（予測）している、とのことであ

る。このようにWebの情報から未来を予測する技術に対

して、GoogleとCIAが揃って投資しているという事実は

極めて興味深い。

一方、IT専門調査会社の米IDCは、「全世界で生成ある

いは複製されたデジタル情報の総量（デジタルユニバー

ス）」に関する調査結果“Big Data, Bigger Digital

Shadows, and Biggest Growth in the Far East”65

を発表している。それによるとデジタル情報の総量は

2012年には2.8ゼタバイト66となる見込みであり、さら

に今後2年ごとに倍増していき、2020年までに40ゼタ

バイトという膨大な量に達すると予想されている。また、

世界のデータのうち分析が行われているデータは全体の
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現状では0.5％にとどまっているが、2020年にはタグ

づけと分析によってビッグデータの価値を持つ可能性が

あるデータが、デジタル・ユニバース全体の33％（1万

3,000エクサバイト超）に達する見通し、と分析してい

る。ここで予測されているように、ビッグデータの価値

を持つデジタル・データが今後急増していくと、それと

ともに前述したデジタル・データに基づく「予言」の的

中率も飛躍的に向上していくものと予想される。

ところでGoogleは、2012年5月に国際的なセキュリ

ティマネジメント認定ISO 27001を取得しているが、

その際に、同社のエンタープライズセキュリティ担当統

括責任者エラン・ファイゲンバウム氏は、「クラウドは

100年前の銀行と同じだ。当時は誰も銀行にお金を預け

ようとは思っていなかった。でも今では安心してお金を

預けられる」と説明している67。

このコメントは100年前の銀行と現在のクラウド・サ

ービスに関して、社会からの評価の低さを類似したもの

として比較した発言と理解できるが、実は発言者の趣旨

を越えて、興味深い示唆を私たちに与えてくれる。すな

わち、上述したようなWeb上のデジタル・データに基づ

く未来予測が実用化されるようになれば、100年前の銀

行がお金の集積を通じて「信用」を創造したことと同様

に、21世紀のインターネット企業は情報の集積を通じて、

「情報が情報を生む」というWeb時代における新しいか

たちの信用創造を行っていくのではないか、ということ

である。

これらの事例からも想像できる通り、もしもGoogleが

金融機関を設立する場合、それは従来型のものではなく、

今までにないまったく新しいタイプの金融機関となるは

ずである。それを仮に“Bank2.0”と名づけて、以下に

おいてその概要を予想してみたい。

①預金は必要ない：クラウドファンディング

そもそも「銀行」の社会的役割としては、顧客からお

金を預かり（預金）それを貸し出す（貸出）ことでお金

を仲介する「金融仲介機能」、また、銀行が借り手を信用

してお金を貸し出すことで信用創造が行われるという

「信用創造機能」、そして、お金を移動させること（為替）

で決済する「決済機能」という3つの機能があるとされ

ており68、これらは「銀行の三大機能」とも呼ばれてい

る。前述した「Google Wallet」や「Google Shopping

Express」のプロジェクトは、上記のうち「決済機能」

に関わるものであり、その意味ではGoogle（およびすべ

てのBtoC-EC企業）は金融機関の役割の一部をすでに持

っているとみることができる。

また、Bank2.0における「信用創造機能」に関しては、

前述した通り、「情報」の集積を通じた新しいかたちでの

信用の創造が行われていくものと考えられる。

一方で、銀行の「金融仲介機能」に関する取り組みと

して、近年においてインターネット経由で不特定多数の

人々が他の人や組織に財源の提供や協力等を行う「クラ

ウドファンディング（crowd funding）」69が活発になり

つつある。このクラウドファンディングの市場規模は、

クラウドファンディング業界専門の市場調査ベンチャー

である米Crowdsourcing社の“Crowdfunding

Industry Report”70によると、2012年の世界全体の資

金調達成功額は27億ドルで、2013年は51億ドルにま

で達し、それ以降も成長が続くと予想されている。なお、

日本における2012年度のベンチャーキャピタルの投資

額は1,240億円71であるが、この数字から米国のベンチ

ャー育成におけるクラウドファンディングの存在感の大

きさが理解できよう。

現在のクラウドファンディングによる資金調達額は1

件あたりの調達額はまだ小規模のものが多いようである

が、インターネット経由で巨額の資金を調達した単独の

プロジェクトも登場している。それは、2012年11月の

米大統領選挙では現職のバラク・オバマ氏が再選された

際の寄付金の調達である。この大統領選の勝利において

ITの貢献が極めて大きかったと言われており、オバマの

選挙運動の主体Obama for Americaは4万人のボランテ

ィアを招集し、主にインターネット経由で10億ドルの寄

5 「Google銀行」補論①：“Bank2.0”へ
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付金を集めたとのことである72。

これらの事例のように、Webを通じたクラウドファン

ディングとは、①非営利型（寄付等）、②営利型（リター

ンを求める投資等）の2つの類型があるが、いずれのタ

イプにしても「資金を必要とする者」と「資金のある者」

とを接続することで資源の配分を行う新しい金融機能で

あり、いわば「金融におけるP2P（ピア・トゥ・ピア）」

とも呼ぶことができる73。

なお米国では、2012年4月に“Jumpstart Our

Business Startups Act”（新規事業活性化法、JOBS

法またはクラウドファンディング法）が成立した74。同

法は、クラウドファンディングの手法を用いた、未公開

株式の売買による資金調達に関して規制緩和することに

よって、新規・成長企業のリスクマネーの供給を拡大す

ること等を目的としている75。

日本では、クラウドファンディングを通じた未公開株

式の売買による資金調達は現行の金融商品取引法等に抵

触するが、日本の金融庁もクラウドファンディングを検

討する76と報道77されており、今後はベンチャー企業や投

資家の利便性が向上し、クラウドファンディングを通じ

た比較的大規模な資金調達の実現が期待されている。

②非資金的支援も調達可能

インターネットはP2Pの資金調達（クラウドファンデ

ィング）だけではなく、貨幣価値には換算されない交換

や贈与等を流通させることも可能である。その代表例と

して、「クラシファイド（classifieds）」と呼ばれるサー

ビスがある。この「クラシファイド」とは、目的や地域

によって分類された募集広告や告知を、一覧形式で掲載

する広告媒体のことである78。

米インターネット広告業界団体Interactive Advertising

Bureau（IAB）が米PwC（PricewaterhouseCoopers）

と共同で実施した、2011年の米国インターネット広告

市場に関する調査結果“IAB Internet Advertising

Revenue Report”79によると、2011年のクラシファ

イド広告の市場規模は25.8億ドルで、広告市場全体に占

める割合は8.1％となっている。

ちなみに、クラシファイド広告最大手のcraigslist

（クレイグリスト）の現況は、同社サイト80によると世

界70ヵ国に700以上のローカル・サイトが存在してお

り、月間ページビューは500億PV以上、ユーザーは米

国だけで6,000万人以上、となっている。そして、こ

のcraigslistを利用して、カナダ人青年が赤いペーパー

クリップを元手に、物々交換を通じてちょうど1年後に

一軒家を手に入れた事例は、「インターネット版わらしべ

長者」として日本でも大きな話題になった81。

日本においてもクラシファイド広告の「JMTY（ジモ

ティー）」が2012年6月にKDDIや三菱UFJキャピタル

等に対して約1.5億円の第三者割当増資を実施して注目

を集めた82。なお、同社では、投稿ジャンルのうち「（無

料で）あげます」に最も注力している模様である。

これらの事例から理解できる通り、クラシファイドに

おいては、金銭以外の資源（モノ）を提供することがで

きるだけでなく、「あげます」や「ボランティア」等、貨

幣を媒介としない無料での交換も生成している。

実はこのような貨幣を媒介としない交換に関して、

Googleには興味深いエピソードがある。Googleの創設

期における海外への事業展開の議論の中で、「クレジット

カードが普及していない国をどうするのかという議論に

なったとき、ペイジは『物々交換制度』を採用すればい

いと提案した。ウズベキスタンの広告主なら、ヤギによ

る支払いを認めてもいいじゃないか」83と語ったとされ

ている。現時点でGoogle自身はクラシファイド事業に参

入していないが84、こうした創業者のメンタリティを勘

案すると、近い将来、同事業分野に参入することもあり

えるのかもしれない。

③エネルギーを差配するGoogle 

Googleは、産業・経済・消費等に必要な源であるエネ

ルギーについても「スマートグリッド」の構築を通じて

供給または交換可能と考えているように思われる。この

「スマートグリッド（smart grid）」とは、米国エネルギ

ー省（DOE）によると「発電設備から末端の電力機器ま

でを、デジタル・コンピュータ内蔵の高機能な電力制御
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装置同士をネットワークで結び合わせ、従来型の中央制

御では達成できない自律分散的な制御方式を取り入れる

ことで、電力網内での需給バランスの最適化調整と事故

や過負荷等に対する抗堪性を高め、それらに要するコス

トを最小に抑えること」85を目的とした電力網のことで

ある。

この「スマートグリッド」の核となるのが、「デマンド

レスポンス」である。この「デマンドレスポンス

（Demand Response）」とは、上述したDOEによると

「時間により変化する電力価格に応じて、あるいは電力の

市場価格の高騰時または送電網の信頼度が危険にさらさ

れた時に、電力使用を減少させることを報奨して、最終

需要者による電力使用の変化を動機づけるための税金ま

たはプログラム」86と定義される。

このように、需要サイドによって電力需要ピーク時の

需要抑制等をITによってコントロールすることができる

ようになれば、エネルギー供給を巨大なエネルギー会社

だけに頼るのではなく、家庭や企業における再生可能エ

ネルギーの相互の需給という、P2P的なエネルギー需給

のネットワークを構築することが可能となる。これは換

言すると、「エネルギー」の世界にWebの哲学を移入す

るということでもある。

ところで、筆者が所属するシンクタンクの研究機関誌

『季刊　政策・経営研究』では、2012年に「エネルギー

自治」という特集を組んでいる。この「エネルギー自治」

とは、「住民福祉の平時における向上および、有事におけ

る確保のために、地域自らがエネルギー需給をマネジメ

ントし、コントロールできる領域を現実的なレベルで増

やしていこうとする試み」87と定義づけることができる。

Googleが目指しているのは、まさしくこの「エネルギー

自治」を達成することなのではないだろうか。

一方で、Googleは同社公式ブログによると、2013年

1月にテキサス州の風力発電に2億ドルを投資すると発表

したが、この投資により、同社が今までに投資した再生

可能エネルギーは、合計2ギガワットの発電能力になる

とのことである88。この2ギガワットの発電能力とは、お

おむね原子力発電の2基分に相当する。このように

Googleが大規模な自然エネルギーの発電能力を確保する

理由としては、Google自身の説明に基づいて、たとえば

「大規模なデータセンターを数多く必要とするクラウド・

サービスの拡大によって、エネルギー需要が世界的に急

増しているためだ」89と説明されることが多い。ただし、

Googleブックスや自動運転車等の真の狙いが表面的な目

的と別に設定されているであろうことを勘案すると、

Googleが投資している再生可能エネルギーは単に自社の

データセンター用だけであると考えるのはむしろ不自然

であろう。おそらくGoogleは、データセンターに必要な

エネルギー量を大幅に削減する革新的技術を開発すると

ともに、この削減によって余剰となる電力を、これから

構築する「スマートグリッド」において自ら供給するこ

とを狙っているのではないかと考えられる。

実際、2011年に発生した東日本大震災の影響により、

日本においては広く節電が要請されていることを背景と

して、データセンターの消費電力を削減するソリューシ

ョンが近年相次いで公表されている。たとえば、独立行

政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）

を中心とするプロジェクトではデータセンターの消費電

力を30%削減可能とのとことであるし90、日本電気では

冷媒を活用してデータセンターの冷却電力を半減する技

術について2013年度中に実用化を目指している91。ま

た、関電エネルギーソリューション他3社は、データセ

ンターの消費電力を約3分の1に削減する新型空調機を開

発し、2013年5月から販売開始している92。以上のよう

な消費電力削減に関する技術革新を踏まえると、Google

による再生可能エネルギーへの投資は、単純な電力確保

とは別の目的があると推理することも可能である。事実、

Googleは同社子会社Google Energyを通じて米連邦エ

ネルギー規制委員会（FERC）に、電力販売会社として

活動を行うための認可申請を行っており、2010年1月

に認可されている93。

実は日本の電力会社も、「エネルギー自治」に関する取

り組みを開始している。2013年4月、東京電力と日立
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製作所は、再生可能エネルギー導入にともなう需要家参

加型の地産地消実証への支援を事業内容とする共同出資

のコンサルティング会社を設立したと発表している。同

社は将来的に「海外送配電分野における企画立案、計画

コンサルティングから現地調整、運転・保守までのトー

タルソリューションの型を確立し、グローバル展開」ま

でを視野に入れているとのことである94。

なお、Googleは消費者が自宅の消費電力量をリアルタ

イムに計測できるWebアプリケーションGoogle

PowerMeterのサービスを中止することをすでに2011

年6月に明らかにしている95。この事実は一見すると

Googleがスマートグリッドから撤退することを意味して

いるかのようであるが、むしろ、これからGoogleが取り

組もうとしていることの、あまりに巨大な全貌を一気に

表面化させないためのGoogleによる深謀遠慮ではないか

と筆者は想像を逞しくしている96。

④モノだけでなく智恵も調達

さて、21世紀において特に重要になると考えられる生

産要素として、エネルギーとアイデアをあげることがで

きる。このうち上述したエネルギーだけでなく、アイデ

アに関しても、Googleは革新的なアイデアを調達するた

めの新しい仕組みを構築している。それは、Solve for X

プロジェクトである。

同プロジェクトは、地球規模の課題（グローバル・イ

シュー）を“X”と名づけ、これらを根本的に解決するた

めに、Googleによってインターネット上に立ち上げられ

たバーチャルなシンクタンクである。同社公式ブログ97

においては、Googleはこのプロジェクトを「大胆な挑戦

のプロジェクトと純粋なSFの間のグレーな領域」と表現

しており、その具体例のひとつとして、「心の中で考えて

いることを写真に撮影する」というプロジェクトを紹介

している。なお、同社公式ブログにおいては、「Solve

for Xは新事業開発ではない」と言明されているが、これ

ら“X”のうち有望なプロジェクトに関しては、Google

自身が事業化するのではない場合に、第三者が事業化す

ることに対してクラウドファンディングで投資を仲介す

るという形態で間接的に支援するという展開も今後はな

される可能性がある。

このSolve for Xにおいて課題解決することが期待され

るグローバル・イシューとしては、たとえば、平和構築、

自然環境保全、地球温暖化対策、水資源確保、防災、貧

困削減、ジェンダー等、さまざまな課題をあげることが

できる。そして、こうしたグローバル・イシューの解決

は、①特定の国家や国民だけでなく、世界全体が便益を

受けることができる、②市場メカニズムに任せた場合、

フリーライダーの問題が起きて供給が過少となる懸念が

ある、③課題解決のためには巨額な投資が必要であるた

め、市場を通じての供給に適していない、といった点で

公共財的な性質を持つことになる。そこで、Solve for X

のような公共財的なプロジェクトに対して、寄付型のク

ラウドファンディングは極めて有効であると考えられる。

このSolve for Xのような、Webを通じたアイデアと

いう資源の調達はGoogle以外にも事例が登場しており、

その代表例として2001年に設立された米イノセンティ

ブ（InnoCentive）社をあげることができる。同社では、

Seeker（課題解決を求めている企業や政府など）と

Solver（課題解決のためのWebコミュニティ）とを接

続・仲介し、採択された提案に対してSeekerから提供さ

れる賞金を支払うというシステムを運用している。同社

のWebサイト98によると、このSolverとしては約200ヵ

国・25万人超が登録されており、現在までに1,400万

ドル以上の賞金がSolverに提供された、とのことである。

このような仕組みは、一般には比較的単純な業務を不特

定多数の人々から調達する「クラウドソーシング

（crowdsourcing）」より発展した形態であるとみること

もできる。また、アイデアが重要な生産要素であるとと

らえると、智恵という価値ある“財”をWeb経由で調達

する「クラウドファンディング」の一形態とみることも

できる。

以上のように、金融、モノ、エネルギー、そしてアイ

デアと、これからの経済成長に必要なすべての生産要素

をGoogleは差配していくことになると予想されるのであ
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る。

さて、クラウドファンディングによって資金を調達・

仲介し、またクラシファイドによって非資金的な生産要

素を調達し、さらにエネルギーやアイデアをも調達する

ようになるかもしれない未来のGoogleは、次にどのよう

なアクションを展開するのであろうか。実は筆者は、

Googleが新しい「貨幣」を発行し始めるのではないかと

推測しているが、仮にこれを「Googleマネー」と名づけ

てみよう。もちろん、Googleが関わることであるから、

それは従来型の「貨幣」ではなく、革新的な「貨幣」の

創造を企図しているはずである。では、この「Googleマ

ネー」とはいったいどのような性質を持つことになるの

であろうか。結論を先取りすると、筆者は、この

「Googleマネー」が「地域通貨」99に似た性質を持つと

考えている。

ところで、そもそも「貨幣」とは、「交換の媒介」「価

値の保蔵」「価値の尺度」という3つの機能を持つ100。

このうち、「交換の媒介」に関しては、前述した通り、

モノ、エネルギー、アイデア等さまざまな生産要素が

Webで交換される際の媒介として、「Googleマネー」が

使用されることも想定される。たとえば、前述した

Solve for X やcraigslistにおいて無償でアイデアや物品

を提供した人に対して、Googleがリスペクトを含めた褒

章として「Googleマネー」を“支払う”という仕組みも

考えられる。また、一般の貨幣の場合、モノやサービス

の価格は市場での交換を通じて決定され、その市場価格

をわれわれが受け入れるという関係が普通であるのに対

して、「Googleマネー」においては、価格を決めるのは

サービスや財を取引するユーザー同士であり、比較的自

由で多様な値づけが行われることで、結果として「一物

多価」（価格のロングテール）の世界が構築されることに

なると予想される。ただし、これだけであれば、現在の

一般的な電子マネーとあまり変わるところがない。

2点目の「価値の尺度」に関しては、現行の通貨の場

合は、お金をより多く持っている人、すなわち経済力の

ある人が、副次的に他の力（権力、地位、政治力、等）

をも持つことになりがちであった。

一方、「Googleマネー」においては、経済的価値だけ

ではなく、社会的価値の循環を目指したものになると予

想される。ここで言う「社会的価値」としては、前述し

た、社会的課題の解決に資するアイデアのほかに、たと

えば、reputation（評価）、respect（尊敬）、attention

（関心）、reliance（信頼）、pleasure（満足）、affection

（愛）といったキーワードをあげることができる。

実はこうした社会的機能を価値基準とする「通貨」が

実在しており、その代表的な事例として、ヤップ島の

「石貨」をあげることができる。この「石貨」の島として

も有名な、ミクロネシアのヤップ島に筆者は1992年に

旅行し、同島の酋長にヒアリングした経験がある。ヤッ

プ島の「石貨」とは石灰岩の加工物で、小さいものは直

径30センチくらい、普通は直径60センチから1メート

ル余り、大きいものになると直径3メートル、重さ5トン

ほどにもなる101。そして、ヤップ島の石貨は、約500キ

ロ離れたパラオで切り出して運ぶため、その過程でたい

へんな苦労や危険があり、そのため、石貨の価値はそれ

を運んでくる苦労の度合いによって決定されるとのこと

であった。ヤップ島の石貨については、マクロ経済学の

6 「Google銀行」補論②：新しい貨幣
「Googleマネー」

図表４　ヤップ島の石貨

出所：フリー百科事典『ウィキペディア（Wikipedia）』
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教科書においても「石貨を作るには多くの時間と労力が

かかり、運搬中の嵐などで入手が難しいものほど価値が

ある」102と紹介されている。すなわち、このヤップ島の

石貨は経済的な価値（またはその象徴となる大きさや重

さ）ではなく、石貨を作成する過程の物語（エピソード）

に価値があるという点で実に興味深い存在なのである。

このヤップ島の石貨の事例は、前近代的社会だけの話

ではなく、現代においてもこのような社会的価値の交換

は浸透している。たとえば、アカデミズムの世界におい

て「引用論文件数」は、研究者の評価指標のひとつとし

て認知されている。

また、世界中の開発者が自由に使用・修正・頒布でき

るオープンソースも同様の事例のひとつとしてあげるこ

とができる。オープンソースのスポークスマン的な役割

を果たしているエリック・レイモンド〔1999〕は、「人

が金をもらわなきゃなにもしないと思うってことは、ほ

とんどすべての人間活動を否定するに等しいものね」と

語り、さらに、オープンソース・コミュニティにおいて

は、「喜びが資産である」としている103。

実はFacebookの「いいね！」やGoogleのソーシャル

ネットワークサイトであるGoogle+における「+1」104

も、社会的評価の一形態であるとみることができる。ち

なみに、クリス・アンダーソンは、その著書『フリー』

の中で「グーグルのページランク105・アルゴリズムは、

ウェブという意見のネットワークにおいて決定的に重要

なリンク数を測定するので、オンラインにおける評判の

通貨としてこれ以上のものはないだろう」「グーグルは検

索結果の相関性をライバルの検索エンジンよりも高く保

つことで通貨の価値を維持している」「これによってグー

グルの共同設立者のラリー・ペイジが、グーグル経済に

おける中央銀行となっている」106と、本論で指摘する

「新しい貨幣」の登場をすでに予言していた。一方で、実

際にGoogleのアルゴリズムの変化によってページランク

のスコアが低下し、「その影響で事業が破綻したとしてグ

ーグルに対する訴訟を起こした」107という事例もある。

この事例においては、中央銀行としてのGoogleから新し

い通貨としてのページランクが供給されなくなったため

に事業が立ち行かなくなったと理解することもできよう。

さて、貨幣の3点目の機能である「価値の保蔵」につ

いては、筆者は「Googleマネー」はその機能を持たない

と考えている。すなわち、「Googleマネー」は利子がつ

くのではなく、逆に「マイナス利子」がつくということ

であり、具体的には、①時間の経過とともに価値が減少

する、または、②マイレージ・ポイント等と同様に、一

定期間後に価値がゼロとなる、といった仕組みが考えら

れる。各ユーザーは、時間とともに価値が減少してしま

う「Googleマネー」を溜め込んでも損をするだけなので、

「Googleマネー」は一般の通貨よりも流通速度が早まり、

Googleを通じて従来の貨幣を媒介としない社会的活動も

活性化されることが期待される。

あくまでも想像の世界であるが、Googleが有識者によ

る「評議会」を組成して、この「評議会」が審査のうえ、

同世代または未来の人類や企業、さらには政府等に対し

てどのくらいの良い影響を与えることができるのかとい

う点を評価軸として、インターネット上において賞賛す

べき非営利活動を行うWebサイトやその母体となる団体

に対して、「Googleマネー」を授与すると仮定してみよ

う。この場合、顕彰されたWebサイトは、「Googleマネ

ー」の存在によって、Googleのアルゴリズムにおいても

極めて高い位置づけが与えられ、世界中で検索結果の上

位に登場すると仮定する108。Googleがこうした「名誉」

を社会的価値として創造・定着することに成功すれば、

それは企業内部の人事評価や学会での評価、その他さま

ざまな顕彰等よりも絶大な威力を有することになると予

想される。そして、「Googleマネー」を授与された個人

または団体は、それぞれが社会的価値があると評価する

WebSiteに各自の保有する「Googleマネー」（の一部ま

たは全部）を提供していく、という流れが想定される。

このようにして社会的価値を評価する循環が構築されて

いくことになるのである。いずれは、「Googleマネー」

という社会的評価を得るために、もしかしたら競争すら

発生することも考えられるのではないか。
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さて、前述したクリス・アンダーソンは著書『フリー』

において、無料の経済を、①直接的内部相互補助（どん

ぶり勘定）、②三者間市場（テレビ局と広告主と消費者の

関係等）、③フリーミアム109（基本無料＋オプションで有

料）、④非貨幣市場（オープンソース、ウィキペディア等）、

の4種類に分類している110。この分類を踏まえると、

「Googleマネー」は、上記の4種類のうち、特に「④非

市場経済」を対象としている点で従来の通貨とは決定的

に異なる性質を持つこととなるのである。ちなみにクリ

ス・アンダーソンは、非貨幣経済の規模について、年間

で約1,300万人がフルタイムで無償労働をしており、そ

れはカナダの就労人口に匹敵すると試算している111。

以上、仮想の「Googleマネー」を巡って思考実験を続

けてみたが、こうした一連のチャレンジにおいてGoogle

は、主として中央銀行における通貨の発行、そして民間

企業ながら社会の公器として位置づけられてきた銀行に

代表される金融仲介等、従来はパブリック・セクターが

担ってきた機能と、主として個人や企業による経済活動、

さらには主としてコミュニティのマターとして位置づけ

られることが多い非貨幣的な活動等、従来はプライベー

ト・セクターに位置づけられてきた機能とをマッシュア

ップし、前述したBank2.0および「Googleマネー」と

いう新しい社会システムを実現しようとしているのかも

しれないのである。そして、このチャレンジは「そもそ

も人類にとって『経済』とは何か？」という大きな問い

をわれわれに突きつけているような気がする。

現在のGoogleは、検索結果の表示画面や提携したウェ

ブサイト上に広告を載せることで、従来の貨幣での収益

をあげており、このビジネスモデルは一般的には大きな

イノベーションであると評価されている。ただし、本稿

で考察したように、Googleによる真のイノベーションは

これから起こるものと予想される。「アドセンス」等の現

状の広告ビジネスが莫大な収益を稼ぎ出しているうちに、

いかに本質的なイノベーションを実現できるのかが、こ

れからのGoogleの大きな課題であろう。

①ライフログ・デバイスとしてのGoogle Glassは人生

を丸ごと記憶する

Googleを巡る最新の話題のひとつとして、「Google

Glass（グーグルグラス）」があげられる。このGoogle

Glassとは、ヘッドマウントディスプレイ（HMD）方式

の拡張現実ウェアラブルコンピュータであり、自然言語

音声コマンドでインターネットを使用することができる

ようになっているため、ハンズフリーに情報を表示し、

手に持つことなくどこでもどんな時でもインターネット

とコンピュータにアクセスできるようになっている112。

なお、このGoogle Glassの一般消費者向けの発売は

2014年と報道されている113。

このGoogle Glassについては、そのオタクっぽさと

機能性に関してさまざまな好意的論評がなされている一

方で、見た目の評判は「格好悪い」とかなり低調である。

たとえば、テクノロジー専門誌WIREDにおいては、「あ

まりにかっこ悪く、成功を収めることはない」という極

めて厳しい評価が下されている115。また、米国のIT系を

得意とするブログサイトTechcrunch（テッククランチ）

においても、「見た目は間抜けかもしれない（Dorky as

they might look）」116と紹介されている。では、このよ

7 Google Glassは「格好悪い」メガネ
なのか？

図表５　Google Glass

出所：Wikimedia（撮影：Antonio Zugaldia）114
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うな「格好悪い」デバイスを、Googleはいったい何の目

的で開発したのであろうか。単に両手を使うことなくツ

ィートできるようにするためであろうか。もちろん、そ

んなばかばかしい目的のためではないはずである。

実はこのGoogle Glassは、ウェラブルな「ライフロ

グ」117のデバイスとして、ユーザーのライフスタイルを

大きく改善する可能性を秘めているとも評価されている

のである118。IT関連情報を専門とするニュースサイト

ZDnetの記事においては、「小型センサを人の着るもの

や、身近な環境に埋め込むウェアラブルコンピューティ

ングという市場自体が急成長を遂げつつある」119と報じ

られている。そして、仮にGoogle Glassを「ライフロ

グを目的としたウェラブルなデバイスである」と位置づ

けた場合、実は類似商品は世の中にすでに多数登場し始

めていることに気づく。

たとえば、ソフトバンクでは、クラウド上に蓄積した

ユーザーの健康データをもとに理想の体作りをサポート

する、スマートフォン向けのサービス「SoftBank

HealthCare（ソフトバンク ヘルスケア）」を、2013年

夏以降に提供する予定とのことで、同サービス対応デバ

イスの第一弾としてワイヤレスリストバンド型モデル

「Fitbit Flex」を2013年5月に発売している。この

「Fitbit Flex」は、腕に着けるだけで歩数、距離、消費カ

ロリー、睡眠時間の4つの健康データが計測され、スマ

ートフォンとBluetooth通信によりワイヤレスに同期し

てクラウド上に蓄積されることとなる120。

また、ナイキが発売したスポーツ心拍計「Nike Fuel

Band」は、日常のさまざまな動きから活動量を記録し、

日常生活そのものをスポーツにしてしまおうというデバ

イスである。計測されたデータは、iPhoneに記録してい

くことが可能で、あらかじめ目標値を設定することで、

その達成度合いも表示される、とのことである121。

その他、米サンフランシスコの企業Jawboneが

2013年4月20日に発売したリストバンド式のデバイス

UPは、「発売と同時に売り切れるほど」122の人気とのこ

とである。さらに、あのAppleも、腕時計型ウェアラブ

ルデバイス「iWatch」を2014年後半から発売すると

噂されている123。

ところで、実はGoogleはすでに医療分野に進出した実

績がある。それは、2008年に開始した“Google

Health”というサービスであり、同サービスは個人の健

康情報を一元化することを目的としていた。ただし、

Googleの公式ブログにおいて124、「私たちが期待したほ

ど広い影響を及ぼしていません。（中略）そのため、私た

ちはGoogle Healthを中止するという苦渋の決断を下し

ました」と発表されており、今年（2013年）1月1日に

関連するすべてのデータが削除された。一方で、同ブロ

グにおいては、「私たちGoogleは、人々が自分の健康を

管理し、その方法を改善することに関して、情報の存在

が役立つことを強く信じ続けています」とも表明されて

おり、将来においてGoogleが医療・健康管理の分野に再

び進出する可能性があることを窺わせている。

では、Google Glassは所詮、健康管理のための道具

にすぎないのであろうか。また、こうした他社によって

販売されているウェラブルなライフログ・デバイスと

Google Glassには、本質的にどういう違いがあるので

あろうか。

ここでGoogle Glassの医療・健康管理分野における

展開について論じる前に、寄り道をして、同じくGoogle

が提供する既存のいくつかのプロジェクトを補助線とし

て、Google Glassの秘められたポテンシャルについて

考察してみたい。

②世界中のあらゆる人声に意味を見出す

さて、Google Glassがライフログを収集・管理する

ためのデバイスであると仮定した場合、そこではどのよ

うなイノベーションが展開されることになるのであろう

か。前述したYouTubeのテクノロジー等を前提とすると、

これからの時代のライフログはテキストではなく、映像

と音声が主体となると考えられる。従来は、手書きの日

記または日記をWebに展開したブログというかたちで、

基本的にはテキスト（一部写真）での記録がライフログ

の中心であった。もちろん、映像による記録も可能であ
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ったが、映像自体のデータ化は可能であっても、その内

容が意味するものをデータ化・概念化できなかったため、

人類の智恵を継承するツールとして映像はあまり活用さ

れてこなかった。しかし、前述したYouTubeとスーパー

コンピューターの事例のように、映像に記録された事物

からさまざまな「概念」の抽出が可能となると、われわ

れの生活における映像（記録）の役割が大きく変化する

ことになる。ライフログの中心データが映像となる時代

において、それらの映像を収集するためのデバイスが

Google Glassなのである。さて、この点についてより

深く考察する前に、映像とも密接な関係にある「音声

（人声）」について検討してみたい。

Googleは2007年から2010年にかけて無料の電話番

号案内サービス「GOOG-411」を提供していた。なぜ

無料のサービスとして提供していたのかというと、それ

にはちゃんと理由があり、膨大な音声データを収集し解

析することを目的としていたのである。

音声をテキスト情報に変換できれば、検索等さまざま

な分野に応用が可能となる。世界中のあらゆる音声には

それぞれ意味があるのである。そして、しっかりとした

音声情報変換モデルを構築するためには、「音素、つまり

人々が話したり何かを言ったりしている声がたくさん必

要」125なのである。すなわち、Googleは「電話番号を

教える見返りとして人間がどう発話するかを学習」126し

ていたのである。

Googleは、同サービスを提供して得た音声データによ

り、「スマートフォン向けの音声検索機能や音声による命

令アプリ『Voice Actions for Android』などの音声認

識サービス開発の基礎を築くことができた」127とのこと

である。その結果として、現在のGoogleの音声検索は、

「『here』（ここ）が『質問者の現在地』であることや、代

名詞が一つ前のクエリの主語を指す可能性があることを

理解するだけの能力がある」128とのことである。

このような経緯を勘案すると、Google Glassもユー

ザーの音声データを引き続き収集・蓄積していくものと

理解できる。

CNET Japanは、「『Google Glass』の価値提案の大

部分は、同社の（大抵は）滑らかな音声コマンドによっ

てもたらされている」と報じている129。もっとも、同記

事においては、Google Glassに対してユーザーが音声

を通じてコマンドを伝達することができるという点のみ

に注目しているようであり、上述したような音声データ

の本質的な重要性、すなわち、音声コマンドの指示では

なく、むしろ音声データの収集・解析という点に関して

は、十分に理解できていないようである。

繰り返しとなるが、Google Glassは単に健康管理や

スポーツの記録だけにとどまらない、究極のライフログ

のデバイスとなり得るのである。ただし、もしもGoogle

Glassが究極のライフログのデバイスとなり得ると仮定

して、次に、このように映像や音声の膨大なライフログ

を収集することは、ユーザーひいては人類にとってどの

ような意味を持つのであろうか、という疑問が浮かんで

くる。

③Googleはゲノム情報産業を開拓する

ところで話は大きく跳ぶが、ヒトのゲノムを構築する

23対の染色体にちなんで命名された23andMe130

（2006年設立）というバイオテクノロジーのベンチャー

企業に対して、Googleは2007年に390万ドルを投資

している。ちなみに米国のオバマ大統領は、大統領選挙

を控えた2006年当時に上院議員の立場で「ゲノムと個

別化医療法案（The Genomics and Personalized

Medicine Act）」を提出しており（残念ながら同法案は

成立しなかったものの）、大統領となった現在はゲノム研

究と個別化医療を成長戦略の中核と認識している、との

ことである131。そして、23andMe社もこうした米国全

体の成長戦略の中で大きな存在感を示している。

23andMe社は、同社の企業概要によると、遺伝子型

を同定したユーザーのデータをすでに25万人分以上も抱

えている。また、個々の調査票から家族の発症履歴等、

1億件以上のデータを収集している。さらに、オンライ

ン研究コミュニティを通じて、約200万件の新しい調査

データを毎週追加している、とのことである132。こうし
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たことから、同社はおそらく世界最大の遺伝子データベ

ースを構築しつつあると言える。なお、同社が提供する、

個人のゲノム（遺伝情報）の検査キット133は米国タイム

誌によって 2008年の「今年の発明」に選ばれている。

Googleの広報担当者Jon Murchinson氏は2007年の

23andMe社への投資に関して、「人々の遺伝子情報理解

を支援するための方法を開発する23andMe社は、

Googleが今後の使命を果たすうえで助けになると考えて

いる」134と語っている。ある意味で遺伝子情報とは、究

極の個人情報である。その意味では、情報産業の雄であ

るGoogleが遺伝子情報を取り扱うことにも必然性が無い

わけではないことになる。しかし、ここで言う「Google

が果たすべき今後の使命」とはいったい何なのであろう

か。

実は、23andMe社の共同設立者Anne Wojcicki氏は、

Google共同設立者のひとりSergey Brin氏の妻である。

そして、Brin氏自身は2008年に23andMe社のゲノム

検査を受けており、その結果、パーキンソン病に関わる

遺伝子変異「G2019S」が見つかったことを自身のブロ

グ135で告白している。Brin氏によると、現時点での発病

の確率は20～80%とのことであるが、運動がパーキン

ソン病の発病を防ぐ可能性があることから、発病のリス

クを低減させるために生活を変化させるチャンスを得た、

とポジティブに語っている。そして、このBrin氏が中心

となって開発されたガジェット（小物）がGoogle

Glassなのである。

ところで、上述のWojcicki氏は、ソーシャルメディア

関連の最先端情報を専門とする米国のニュースサイト

「Mashab le（マッシャブル）」の取材に対して、

Google Glassに関する直近の計画はないとしたうえ

で、「Google Glassはあなたが何を食べるのか、たと

えば砂糖の摂取などをモニタリングする手助けして、糖

尿病の予防に貢献することができる。また、Google

Glassはあなたの周囲の環境を把握して、あなたが影響

を受けやすいアレルギー物質をスキャンすることもでき

る」136と語っている。

前述した通り、Googleはその使命として「世界中の情

報を整理し、世界中の人々がアクセスできて使えるよう

にすること」を掲げているが、当然のことながら遺伝子

も「世界中の情報」の一種である。さて、Google

Glassと23andMe社による世界最大の遺伝子データベ

ースとは、実に興味深い取り合わせであるが、この両者

をつなぐ線をたどってみる前に再び寄り道をして、遺伝

子研究の最前線について概観してみたい。

④経験によって遺伝子の機能は変化し、その変化は次世

代に継承される

ところで、筆者は高校生時代に、生物学者ラマルクに

よる「ある個体が獲得した形質は、次第に同種の他の個

体にも共有される」137という「獲得形質の遺伝」につい

て習ったことを思い出した。この「獲得形質の遺伝」に

ついては、近時までは広く反駁・否定されてきたと筆者

は習った記憶があるが、最新の研究はこの「常識」を覆

し、ある意味でラマルクの「復権」につながるような結

果となっていることをご存知であろうか。

米・国立精神衛生研究所（NIMH）によると、人生の

早い時点において経験する環境要因、すなわち食事とか

ストレス、母親による子供の面倒見等は、遺伝子自体に

は影響を及ぼさず文字配列は安定しているものの、DNA

とタンパク質の複合体である「クロマチン」に作用し、

その結果、タンパク質の生産に影響を与え、さらにこう

した変化は親から子の世代に引き継がれる可能性もある、

としている138。そして近年になって、この仮説を裏づけ

るような研究結果が続々と公表されている。

たとえば2012年に公表された、京都大学、国立遺伝

学研究所、ハーバード大学のグループとの共同研究によ

ると、京都大学で継代飼育している「暗黒バエ」139の全

ゲノム配列を解読したところ、約22万の変異を識別し

たとのことである。また、集団内のゲノムの構成を調べ

ることによって、約5％の変異が「暗黒バエ」の歴史の

中で選択・継承されてきたことが分かったとのことであ

る140。

また、ライフサイエンス分野における世界最高峰の学
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術雑誌Cell141に2011年に掲載された、理化学研究所の

Seongらによる研究142においては、高い温度や浸透圧と

いうストレスを与えたショウジョウバエは染色体異常を

引き起こすが、その変異が後の世代にも継承されるとい

う実験結果が報告されている。

さらに、同じ年に同誌に掲載されたOded Rechaviら

の研究においては、ウィルス遺伝子を防御する機構とし

ての「RNA干渉」143が、世代を超えた獲得形質144として

継承されることを立証する証拠を提供する、と結論づけ

ている145。

これらの実験結果は、エピジェネティックな（後世的

な）変異が後の世代にも継承されるメカニズムがあるこ

とを示唆している。この「エピジェネティックス

（epigenetics）」とは、「DNAの塩基配列の変化を伴わ

ず細胞分裂後も継承される遺伝子機能の変化を研究する

学問領域」であり、「21世紀の生命科学産業の基盤とし

てエピジェネティクスは重要となる」146とされている。

国立の科学技術政策研究所147の科学技術動向に関する

レポートによると、「ヒトは外界の影響を受けて変化し続

ける存在であり、誕生時には大まかなことは決まってい

るが“詳細は未確定で様々な可能性をもつ存在”である」

と記述されている。また、同レポートにおいては、エピ

ジェネティクスの研究に関して、「生体内の遺伝子発現を

人為的に制御することを可能とする技術の開発」につい

て、今後さらに多くの成果を生むことが期待される、と

している148。

⑤Google Glassが病気の発現をコントロールする

さて、Google Glassの秘められたポテンシャルを考

察するために、YouTube、23andMeというGoogleが

関連する2つのサービスの最新動向について概観してみ

たわけであるが、これらの諸機能をマッシュアップする

と、いったいどのような推論が浮かび上がってくるので

あろうか。また、多くの人がGoogle Glassをつけて生

活するようになれば、私たちの社会にどのようなインパ

クトがもたらされるのであろうか。

仮に、遺伝的に発症しやすい病気のリスクを抱えるA

氏がいるとして、同氏はGoogleが出資する23andMeの

パーソナルゲノムサービスを通じて、自身の発病のリス

クを認識することができる。一方で、Ａ氏がGoogle

Glassをつけて生活するようになれば、同氏の生活のす

べて、たとえば食事内容、生活習慣（睡眠時間、早起き

なのか夜更かしなのか、等）、スポーツの実践状況、生活

体験（ストレス、他者とのコミュニケーションの状況等）

を映像としてYouTubeにすべて記録することができる。

そして、このようにYouTubeに蓄積された映像情報をス

ーパーコンピューターが解析することにより、Ａ氏が

Google Glassを通じて撮影した映像、すなわちＡ氏の

人生の体験の総体を概念化・データ化することが可能と

なる。

これらのデータをマッシュアップすると、遺伝的に発

症しやすい病気について、実際の発症を防ぐための行動

の変容を個人に促すことが可能になると考えられる。た

とえば、前述した通り、Google創業者のBrin氏はパーキ

ンソン病に関わる遺伝子変異を持っているが、スポーツ

を実践することによって、発症の確率を低下させようと

している。そして、実際にスポーツを実践したかどうか

のチェックをGoogle Glass（およびYouTubeの画像解

析）を通じて行うことも可能である。このBrin氏の事例

から理解できるように、Google Glassは予防医療に大

きく貢献することが期待される。

すなわち、Google Glassを通じて、未来の発病を個

人がコントロールすることができる社会を実現すること

も夢ではないのである。ちなみに、こうした社会におい

ては、必然的に「生命保険」の制度設計も変化すること

になるであろう149。近い将来において、遺伝的な要因に

よる病気は、もはや「治療する」のではなく、「予防する」

時代となるかもしれないのである。

⑥Googleは人類の進化の謎に迫る

上述した通り、Google Glassは予防医療に大いに貢

献すると筆者は考えているが、その一方で、Google

Glassはもっと巨大な野望を秘めていると推測している。

たとえば、上述のA氏が不幸にして遺伝的にリスクのあ
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る病気を発症してしまったとして、A氏および同氏と同

じ病気を発症した世界中の人々の生活体験と、同じリス

クを抱えながらも幸いにして発症に至らなかった人々の

生活体験を、スーパーコンピューターで解析したら、ど

のようなことが明らかになるであろうか。人々の行動と

発症との因果関係がこれらの膨大なデータから明らかに

なるのではないだろうか。

先述した通り、遺伝子を制御する機構は、環境すなわ

ち生活や体験によって変化し、それが世代を超えて継承

されることが複数の研究結果から明らかになりつつある。

もしもGoogle GlassおよびYouTubeを通じて「人類の

体験」をデータ化し、その一方で23andMeを通じて

「DNAおよびそれを制御する機構の変化」をデータ化す

ることができれば、人類の行動とDNAおよびその制御機

構との関係についての膨大なデータベースを構築するこ

とができる。そして、量子コンピュータによって両者を

マッシュアップし、それらの因果関係を解析することも

可能になると期待される。

ただし、それだけではなく、Google Glassは医療や

保健という概念を根本から変革することになるであろう。

ゲノム研究の最前線においては、「“進化は新しいゲノム

機能の獲得によって起きる”という進化に対する新しい

アプローチが見えてくる」、また「“ゲノムに残された新

しい構造と機能の関係”の解析により、進化という歴史

性のある課題も科学的検証が可能になるはずだ」150とも

されている。そして、まさにこれらのヒトの進化に関わ

る“秘密”の解析をGoogleは目標としているのではない

であろうか。そして、Google GlassおよびYouTubeを

通じて「人間の体験」をデータ化することにより、遺伝

子およびその制御機構に変化を与えるための行動や体験

を明確化することを、Googleは究極の目的としているの

ではないかと筆者は推測している。

このような研究成果が蓄積されれば、人類の進化の秘

密も科学的に検証することができるようになるのかもし

れない。もっとも、これを「進化」と呼ぶことは、一部

の生物学の専門家には抵抗があるであろうが、本稿にお

いてはあえて「進化」と名づけてみたい。すなわち、

Google Glassとは人類の進化に関する壮大な社会実験

のためのツールなのである。その意味では、前述したジ

ャーナリストのクリス・テイラーが提示したように、

Googleは神の領域に近づいていくことになるのかもしれ

ない。もしも、こうした壮大な目的が設定されているの

だとすると、Google Glassに関してプライバシー問題

が大きく取り上げられて報道されている直近の状況は、

Googleにとってより本質的な問題を隠蔽するにあたり、

願ってもない環境であるのかもしれない。

以上、Googleを巡る動向を概観し、その「ゴール」を

推測してみた。もちろん、正解のある問題ではないので、

あくまでもGoogleという企業を題材としたひとつの思考

実験となるが、Googleの一連の挑戦には下記の4つの特

徴があることが理解できる。

・供給サイドからではなく、需要サイドを当事者と

した視点からの変革

・プライベート・セクターとパブリック・セクター

をマッシュアップ

・既存の社会システムを補完するではなく、抜本的

に革新

・その結果として、人類の発展（進化）に貢献

この4つのポリシーに基づいて、Googleはさまざまな

事業を展開している。直近の記事では、「ここへきて目立

つのは（中略）、自動走行車、眼鏡型ネット端末など本業

とは一見関わりが薄い分野」に参入していると報道され

ているが、実はこれらの新事業こそ、近い将来において

Googleの“本業”になるかもしれない分野なのである。

また、日本においてはさまざまな先端分野で「黒船襲来」

のごとくに語られるGoogleであるが、その本質的な革新

性は、個々の新規なサービスの提供にあるのではなく、

それらのサービスを通じて、社会のデザインそのものを

8 新しい「国家」としてのGoogle



異次元イノベーションが次代を拓く

24 季刊 政策・経営研究　2013 vol.3

根本から変革していくという構図にこそあるのである。

そして、この「ソーシャル・デザイン（社会のデザイン）」

の変革が、新しい時代を創造するドライヴィング・フォ

ースであり、新しい成長戦略になると筆者は考えている。

本稿においては、こうした新しい次元でのイノベーショ

ンを「異次元イノベーション」と名づけてみた。

ちなみに、「デザイン」の概念の変遷を振り返ってみる

と、おおむね1950年代以降の高度成長期は「製品」が

主役となる「プロダクト・デザイン」の時代であった。

続くおおむね1980年代以降の成熟期は「企画」が中核

となる「コンセプト・デザイン」であった。そして、

Googleの動向をもとに考察すると、2010年以降のこれ

からの時代は、「社会システム」そのものを変革する「ソ

ーシャル・デザイン」の時代に入るものと考えられる。

そして、このように社会の仕組み自体を変革することに

よって、そこに大きなビジネス・チャンスを創出するこ

とが、21世紀の「産業革命」となりえるのであろう。そ

の意味では、GoogleはもはやIT企業ですらない、とも言

えよう。

2013年4月に開催された「新経済サミット2013」
151において、安倍首相は「これからの日本を支え成長

させるのはIT関連の企業をはじめとするニューエコノ

ミー」152と語ったとのことである。ただし、本論で想

像してきた通り、Googleを始めとするニューエコノミ

ーとは、もはや個別の産業分野に分類されるような形態

をとらない可能性が高い。また、安倍首相は6月5日に成

長戦略の第3弾として「『官業』を大胆に開放する」153と

表明した。しかし、本稿におけるGoogleの異次元的なイ

ノベーションに関しての考察から明らかとなった通り、

もはやパブリック・ビジネスの「開放」という戦略では

不十分であり、むしろ“公”と“民”の間に新しい社会

システムを創出することが肝要であると考えられる。実

際、Googleの前CEOであったEric Schmidtは、「創業

者二人の考えた当社の理念は、人々に大規模な影響を及

ぼす未解決の大きな問題に取り組むことだ」と述べてい

る154。

そしてこのように考えた場合、Googleはもはや単なる

民間企業ではなく、「国家」に代わる新しいエコシステム

の構築を目指しているとみることもできる。ちなみに、

経済学における政府の経済的役割は、「公共の福祉の増大

をその目的として実行する、資源配分の調整（公共財・

サービスの供給）、所得の再分配（累進課税・社会保障）、

景気の安定化」155の3つに分類される。このうち「資源

配分の調整」については、前項のBank2.0において触れ

たとおり、既存の国家よりもGoogleによる（を通じた）

調整の方がより効率的に実施できる期待がある。また、

今後もしも所得や経済に係る概念が変質していった場合、

「所得の再分配」や「景気の安定化」という国家の役割自

体も変質するか、または別の役割が「国家」（もしくは

Google）に求められるようになるかもしれない。

ドイツの法学者・政治学者であるカール・シュミット
156は、西欧の覇権国が交易による利益を独占するため、

最初は「陸」を支配した後、船舶技術の進化により「海」

へと行動範囲を拡大したという「空間革命」の歴史につ

いて論じている。この論に従うと、「陸」「海」に続く第

3の空間としては、技術革新によって生まれたインター

ネット空間が第一の候補として挙げられる157。そして、

このインターネット空間における覇者は、既存の「国家」

ではなく、Googleという民間企業になる可能性が高いか

もしれないのである。その意味では、これからのGoogle

はもはや経営論ではなく、社会思想の文脈で語られるべ

き存在なのかもしれない。

Googleが自らの行動指針（社是）として、「邪悪にな

らない（Don’t be evil）」158を掲げていることは有名で

ある。この事実は、一般にはGoogle独特のユーモアとし

て理解される場合が多いようであるが、本稿での考察を

踏まえると、これは単なるユーモアではなく、自らに対

して極めてシリアスな戒めであることが理解できる。

日本の憲政史上初めて国会に設置された独立機関であ

る「国会事故調」159が、2012年7月に報告書を国会の

9 おわりに
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両院議長に提出した160。この報告書は、「想定できたはず

の事故がなぜ起こったのか」という問いかけから始まり、

「その根本的な原因は、日本が高度成長を遂げたころまで

遡る」としており、事故の歴史的背景に迫っている。そ

して、「そこには、ほぼ50年にわたる一党支配と、新卒

一括採用、年功序列、終身雇用といった官と財の際立っ

た組織構造と、それを当然と考える日本人の『思いこみ

（マインドセット）』があった」と指摘している。

換言すると、3.11の東電事故の真因とは、経済成長の

前提となっていたパラダイムが崩壊した後も、同じ社

会・組織の構造を甘んじて受容してきた日本人自身のマ

インドセットにあった、ということであり、こうした呪

縛からの解放と創造的な変革の必要性を示唆する同提言

を私たちは真摯に受け止めるべきであろう161。

また、本論の冒頭で紹介した独立行政法人・産業技術

総合研究所の提言「“もの”“こと”“ひと”づくりで日本

を元気にしよう！」においては、「イノベーションの実現

には、挑戦することを恐れない文化を日本社会に根付か

せることも極めて重要だ」と提言をしている。

そして、MIT Media Lab162所長の伊藤譲一氏は「新経

済サミット2013」の講演において、「“おりこうさん”

を作る日本の教育が、クリエイティブな人材を殺してい

る。権威を疑って勝手にやる、やってから仮説を考える

ような人材が必要」163と述べている。

一方、米国の有力な慈善基金団体であるマッカーサー

基金164が資金提供する「デジタルメディアと学習コンペ」
165の共同理事Cathy N. Davidsonは、New York Times

のブログ記事166において「現在、小学校に通学している

子どもたちの65%は、おそらく今はまだ存在しない仕事

に就くだろう」と語っている。この記事は公表後、日本

でもかなりの話題となった。そして、この「今はまだ存

在しない仕事」を創造する根元が「異次元イノベーショ

ン」であると考えられる。

このイノベーションの本質については、ドラッカーが

「イノベーションとは未知なるものへの跳躍である。目指

すところは、新たなものの見方による新たな力である」

と語っている167。日本語では「イノベーション」は「技

術革新」と翻訳されることが多いが、イノベーションの

本質は技術だけにあるのではなく、ドラッカーが語るよ

うに「新たなものの見方」にこそある。その意味では、

イノベーションの中国語訳である「創新」の方がより本

質を捉えた訳語であると言えよう。

なお、ちょうど本稿執筆中に、名論文「イノベーショ

ンのジレンマ」（1995）を執筆したクレイトンM.クリス

テンセン（ともう1名の共著）による新しい論文「破壊

的イノベーションの時代を生きる」168を収録したビジネ

ス誌が発行されたので、この「破壊的イノベーション」

という勇ましいタイトルに惹かれてさっそく読んでみた。

この論文でクリステンセンらは、あくまでも自社のビジ

ネスと他社のビジネスがどのように競合するのか、とい

う文脈で「イノベーション」を論じている。しかし、本

レポートにおいて推測したGoogleのゴールとはそのよう

な次元のイノベーションではもはやない。クリステンセ

ンらの論じているイノベーションとは、まるでYouTube

の時代に往年のハリウッド名画を観る体験であるかのよ

うに、Google登場以降の時代においては実に牧歌的なも

のとなってしまった。別の表現をするとGoogleは「イノ

ベーションという概念自体のイノベーション」を引き起

こしたのだとも言えよう。

このように「イノベーション」という概念自体がパラ

ダイム変換をしている今日において、「イノベーション」

の実現のためには何をすればよいのかについての正解は

存在しないが、今まで以上に教育が重要になることだけ

は間違いない。コンピュータや機械によって代替されな

いクリエイティビティにこそ、これからの教育の本質が

ある。そして、「異次元イノベーション」を実現するため

には、おそらくある程度の「蛮勇」も必要なのであろう。

Googleの創業者のひとりラリー・ペイジ氏は「誰が見て

もばかばかしいほど時期尚早だと考えるような進んだ技

術を開発すれば、もはや誰にも追いつかれる心配はない」
169という考えである。また付け加えるならば、SF作家の

William Gibsonが20年も前のインタビューに答えた言
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そ思い返す必要があるのではないだろうか。そして、こ

の満遍なく普及しつつある、確実な未来としてGoogleが

存在しているのである。

本稿においては、「Googleのゴールは何か？」という

問いかけから始めて、今日的なイノベーションの本質に

ついて考察してみた。末筆となるが、こうした議論が今

後のイノベーションの実現とより良い社会変革に資する

ことを真摯に期待したい171。
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